
ス テ ー クホ ル ダ ー とと も に

情報開示
当社は、ディスクロージャーポリシーを定め、当社が株式上場している東京証券取引所の定める適時開示規則に沿って情報を
開示しています。また、決算説明会での発表内容等適時開示規則に該当しない情報についても、可能な限り積極的かつ公平に
ホームページなどで公開しています。

社会とのかかわり
当社グループは、持続可能な社会の実現が企業の成長・発展に欠かせないと認識し、製品・サービスを通して、人々の豊かな暮
らしに役立つ新たな価値を提供することはもとより、企業市民としてさまざまな社会貢献活動に取り組んでいます。

製品ＳＤＳの公開
　当社の化学製品を安全に使用していただくために、全製品のＳＤＳ（Ｓａｆｅｔｙ Ｄａｔａ Ｓｈｅｅｔ ： 安
全データシート）をお客様に提供しています。とくに農薬は、全製品のＳＤＳをホームページで
公開し、お客様や使用者様にダウンロードしていただくことが可能です。また、社員は社内ＳＤＳ
データベースを閲覧することで、製品の危険性有害性情報、法規制情報、輸送、保管、廃棄方法
等の情報を取得できます。

企業冠賞
　当社は、有機合成化学の発展に寄与するため、有機合成化学協会の企業冠賞として、「日産化学・有機合成新反応/手法賞」を２００９年
度に創設し、新反応・新手法に関連する独創的かつ優れた研究業績を挙げた研究者に授与しています。２０１５年度の受賞者、東京大学・西林
仁昭特任准教授の研究は、有機合成化学に留まらず、有機金属化学、錯体化学、触媒化学等の関連する領域に影響を与える独創的なも
のとして、国内外から高い評価を受けています。

化学物質安全性要約書の公開
　当社は、国際化学工業協会協議会（ＩＣＣＡ）および日本化学工業協会（ＪＣＩＡ）が推進するＧＰ
Ｓ（Ｇｌｏｂａｌ Ｐｒｏｄｕｃｔ Ｓｔｒａｔｅｇｙ）/ ＪＩＰＳ （Ｊａｐａｎ Ｉｎｉｔｉａｔｉｖｅ ｏｆ Ｐｒｏｄｕｃｔ Ｓｔｅｗａｒｄｓｈｉｐ）活
動に参画しています。本活動では企業がサプライチェーン全体を通して化学物質のリスクを
最小限にするために、化学製品のリスク評価を行い、適正な管理を行うとともに、その安全性
情報をＧＰＳ／ＪＩＰＳ安全性要約書にまとめて、顧客を含めた一般社会に公開しています。

福祉基金
　当社グループは、地域貢献活動の一環として、１９９７年より「福祉基金」活動を行っています。
社員が毎月の給与から積立を行い、それと同額を会社が上乗せした総額を地域社会の福祉に
役立てていただくものです。
　本活動は、本社、オフィス、工場、研究所、グループ会社毎、あるいは、合同で実施していま
す。実際に福祉施設を訪問し、必要とされている物品をヒアリングしたうえで、寄贈を検討する
ケースもあり、地域に密着した活動を行っています。

次世代支援
　２０１５年度より、官民協働の海外留学支援制度「トビタテ！ 留学JAPAN 日本代
表プログラム」へ参画しています。これは、産業界を中心に社会で求められてい
る人材、将来世界で活躍できるグローバル人材の育成のために、日本の各企業
が寄付金を拠出し、かつ審査委員として定期的に選考等に協力することで、日本
の未来を支える高校生、大学生を留学生として世界各地へ送り出すプロジェクト
です。今後も本プロジェクトを通して、日本産業界の発展に貢献していきます。

　また、物質科学研究所と材料科学研究所では、近隣の小学校の理科教育サポートとして、出
張授業を実施しています。２０１５年度は、１１月から１月にかけて３校を訪問し、化学への興味を
高めてほしいとの想いから、身近なテーマを取り上げ、「ドライアイスマジック」、「マイクロカ
プセルを作ろう」と題した２つの実験を行いました。

地域住民との交流
　工場では、地域住民・近隣学校を対象とした工場見学会や説明会を継続的に実施しています。
とくに、防災や環境への取り組みを説明し、安心安全な工場であることへの理解の確保に努めて
います。このほか、工場周辺の公共道路や駅の清掃、地域住民との共同による花の植栽など、地
域の美化活動に参加しています。また、生物科学研究所では、毎年１１月に「収穫祭および生物
供養祭」を開催しています。これは、農薬・医薬の研究開発などのために犠牲になった虫や実験
動物を供養するためのものですが、現在は近隣の方々を招待し、生物科学研究所がどのような
施設なのかを知っていただく機会としています。

生物科学研究所　見学風景

出張授業

感謝状受領

適時開示の体制
　適時開示規則に該当する情報については、東京証券
取引所が提供する適時開示情報伝達システム（TDnet）
にて公開するとともに、当社ホームページに速やかに
掲載しています。

東京証券取引所
適時開示要否判断

決算情報

決定事実・発生事実に
該当する可能性の
ある情報

取締役会

社長

経営会議

経営企画部長
（情報取扱責任者）

財務部長 各部門長

子会社

ＩＲ説明会
　当社は、半期に1回、機関投資家・アナリスト・メディア向け決算説明会を開催し、IR担当役員はじめ各事業部の責任者の出席のもと、事業
概況を説明しています。また、現場を実際に目で見ることで、当社の製造・研究に対する理解をより深めていただくため、機関投資家・アナリ
スト向け施設見学会を随時実施しています。
　このほか、毎年、IR担当役員による海外投資家訪問に加えて、証券会社主催の国内外コンファレンスへも参加しています。２０１５年度は欧
州、米国、アジアを訪問し、海外IR活動への積極的な姿勢について、高い評価をいただきました。
　当社は、国内外の投資家の皆様に、より迅速かつ公平な情報を開示することを目指し、ニュースリリースや決算資料、説明会資料は原
則として和英同時に公表しています。
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